	障害児（者）地域療育等支援事業の

地方交付税措置に関する要望書


参議院厚生労働委員会

松島みどり　様
厚生労働省の補助事業である地域生活支援を担うコーディネーター事業（正式名称：障害児（者）地域療育等支援事業）が、平成15年度政府予算案の中において、補助金ではなく地方交付税措置として一般財源化されることが示されました。
地方自治体への事前の相談は一切なされず、まさに「不意打ち」と言えるものです。8月の概算要求ではこの事業の拡充と支援費制度に向けてのケアマネジメント加算が示されており、あまりに唐突な政策変更には驚きとともに強い憤りを感じます。国以上に深刻な財政難に陥っている自治体の多くが、国の補助金なしで事業を継続できない状況に立たされています。

私たちは地方分権、一般財源化に反対しているのではありません。事業が未成熟、未定着であるうえ、一般財源化の意義が地方自治体に浸透していない現段階では、「一般財源化＝事業の消滅」と受け止める自治体が多いのが現実なのです。

要望　①地方交付税措置を撤回し、平成１５年度以降も国の補助事業として継続してください。

　　　②各県に対して、同事業がさらに有効に機能するよう指導してください。

　この事業はノーマライゼーションの理念のもと、知的障害児・者や家族が地域生活を営むための大切な相談支援を担う大切な事業です。家族が病気やけがで緊急入院した時、電車やバスでトラブルになって窮地に立たされた時、行政や学校になかなかものが言えずに困っている時、駆けつけて解決することができるのがコーディネーターです。それまでの暮らしを変えることなく生活が継続できるように学校や通所施設と関係調整するなど縦横に活動できる機能を持ったコーディネーター事業は、これからの地域生活には不可欠です。
この事業は障害者プランで全国の障害福祉圏域３０万人に２カ所（平成14年度までの設置目標６６０カ所）に配置される見通しでした。現在の設置箇所数は４７０カ所（６８％）にすぎません。まさに、これから伸びていくべき事業なのです。だからこそ当事業の推進を図るには国の責任として明確な方向付けが必要です。
　支援費制度は、障害のある本人が主体的に選択し豊かな地域生活をしていく制度です。コーディネーターは支援費制度における新たな情報提供や困難解決に結びつける窓口として重要な役割を果たします。コーディネーター事業はどうしても支援費制度に不可欠なのです。
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